
2026年６月２日

株 主 各 位
大阪市西淀川区御幣島六丁目７番５号

(本社事務所 大阪市西淀川区竹島四丁目７番32号)

取締役社長 笹 倉 慎 太 郎

第79期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第79期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげま

す。
なお、当日ご出席されない場合は、書面により議決権を行使することができますので、

お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する
賛否をご表示のうえ、2026年６月17日（水曜日）午後５時までに到着するようご返送くだ
さい。

敬 具
記

1. 日 時 2026年６月18日（木曜日) 午前10時
2. 場 所 大阪市西淀川区竹島四丁目７番32号

株式会社ササクラ 本社７階 役員会議室
(詳細は末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。)

3. 目 的 事 項
報 告 事 項 1. 第79期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人

および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第79期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

計算書類の内容報告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 剰余金の配当（現金配当および現物分配）の件
第３号議案 剰余金の配当（上場株式の現物分配）の件
第４号議案 役員賞与支給の件

以 上

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場にご持参くださいま

すようお願い申しあげます。
◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、イ
ンターネット上の当社ウェブサイト（https://www.sasakura.co.jp）に掲載させてい
ただきます。
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事 業 報 告

(
2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

1. 企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過およびその成果

当連結会計年度（以下、「当期」という）におけるわが国経済は、株価の上昇や
企業収益の改善を背景に、景気は回復基調で推移しました。しかしながら、人手
不足の深刻化や物価の高止まり、中東情勢の緊迫化に伴うナフサをはじめとする
原材料・物資の需給逼迫懸念、さらには米国の通商政策の転換による世界経済へ
の影響など、先行きの不透明感が一段と高まる状況で推移しました。

このような状況の中、当社グループは、2023年度を初年度とし、当期で最終年
を迎えた第10次中期経営計画に基づき、業務の変革により効率向上を実現し、ス
テークホルダーの期待に応える企業を目指してまいりました。その結果、当期に
おける受注高は、174億56百万円（前年同期比5.5%増）、売上高は147億62百万円
（同6.2%減）、受注残高は203億34百万円（同15.4%増）となりました。

損益面につきましては、中東地域における水処理装置事業の採算悪化の影響を
うけ、営業利益は16億85百万円（同6.3％減）となり、経常利益は20億46百万円

（同2.2％減）となりました。親会社株主に帰属する当期純利益はインドネシア現
地法人所有の不動産売却益を計上したこともあり15億９百万円（同5.2％増）とな
りました。
【船舶用機器事業】世界的な貿易量の増加により海運市況は好調が続いており、
受注高は38億19百万円（同1.2％増）となりました。売上高はアフターサービス部
品の減少により34億76百万円（同1.5％減）となりました。営業利益は７億42百万
円（同27.9％増）、受注残高は28億72百万円（同13.9％増）となりました。
【陸上用機器事業】都市ごみ焼却プラントおよび石油精製プラント向けに加えて、
新燃料製造設備向けの需要により受注高は43億69百万円（同13.7%増）となりまし
た。売上高は前年に比べ大型の案件が減少したことから26億42百万円（同21.9％
減）となり、営業利益は２億74百万円（同23.6％減）、受注残高は82億29百万円

（同26.5%増）となりました。
【水処理装置事業】受注高は51億41百万円（同4.2％減）、売上高は53億36百万円
（同8.6％減）、営業利益は中東地域における水処理装置事業の採算悪化により、１
億43百万円（同73.3％減）、受注残高は53億51百万円（同3.3％減）となりました。
【消音冷熱装置事業】データセンターや都市ごみ焼却プラント向けの騒音防止装
置の受注が堅調に推移し、受注高は 41億８百万円（同15.7%増）、売上高は32億
90百万円（同10.8％増）、営業利益は５億11百万円（同66.2％増）、受注残高は 38
億81百万円（同26.7％増）となりました。
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(2) 設備投資等の状況

当期における設備投資の総額は２億86百万円（リース資産除く）で、その主な

内容は、既存設備の改修、更新であります。

(3) 資金調達の状況

該当事項はありません。

(4) 対処すべき課題とその方策

今後のわが国経済は、長らく続いた停滞からの脱却に向けた動きが見られる一

方で、地政学的リスクの常態化、資源・原材料価格の変動に加えて流通量の逼迫、

気候変動への対応といった複合的な要因により、不確実性が常態化する局面にあ

ります。加えて、IoTやAIをはじめとするデジタル技術の進展、脱炭素社会への移

行に伴う産業構造の変化は、当社グループの事業環境にも継続的な影響を及ぼす

ものと見込まれます。我々はこのような時代において、従来の効率性や合理性の

追求のみならず、変化そのものに適応しうる柔軟性、すなわちレジリエンスの確

立が企業価値の源泉となるものと認識しております。

当社グループにおきましては、2023年度より推進してまいりました第10次中期

経営計画において、業務改革とデータ基盤の整備を通じた効率向上を図り、変化

に対応するための基礎固めを進めてまいりました。

こうした認識のもと、当社グループは、2026年度より第11次中期経営計画

「Expansion for Resilience-30（ER-30）」を開始し、前期に構築した基盤を活用

した事業の拡張と進化を推進し「環境の変化に対応し、社会の期待に応える強靭

な企業」を目標とし、変化を前提とした経営への転換を図ってまいります。

当社グループといたしましては、当該目標の実現に向け、以下の取り組みを推

進してまいります。

① 事業の強化

事業の強化においては、前期に構築したINGシステムを中核とし、営業・設

計・調達・製造における情報の一貫性をさらに高めることで、業務の体系化

と効率向上を図ってまいります。また設計情報の共有と再利用を促すPDMシ

ステムを追加することでパターンオーダー化を深化させ、個別最適に陥りが

ちであった業務構造を全体最適へと転換し、事業の強靭性と拡張性の向上を

目指します。

加えて、中東情勢に起因する石油やその関連製品のサプライチェーンの混乱

により塗料・溶剤などの流通逼迫が懸念されており、資材調達の遅延や生産

計画、原価への影響といった潜在的な課題として認識されております。これ

に対し、当社は代替調達先の確保、顧客との綿密な連携による仕様変更や納

期調整を通じて全社で対応してまいります。
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② 社会課題への貢献

脱炭素社会の実現に向けた取り組みとして、液化水素用バルブをはじめとす

る関連製品の拡販を推進するとともに、CO2排出量削減やエネルギー効率向

上に資する製品・技術の開発を進めてまいります。

また、製品のIoT化を通じて取得される運用データを活用し、予防保全や運

転効率の最適化を実現することで、顧客の設備運用における課題解決に貢献

してまいります。これにより、従来の売切り型ビジネスモデルから、継続的

な価値提供を行うビジネスモデルへの転換を図り、社会課題の解決と事業価

値の向上を両立してまいります。

③ 組織体制の強化

グループ経営体制への移行を進め、各事業会社が製造・開発・顧客対応とい

った本業に専念できる体制を構築するとともに、経営企画機能の集約によ

り、グループ全体としての意思決定の高度化と資本効率の向上を図ってまい

ります。また、多様な人材が能力を発揮できる環境の整備を目的として、キ

ャリアチャレンジ制度の推進や柔軟な働き方の実現に取り組むとともに、本

社ビルのリニューアルを通じて、創造性と生産性の向上を支える職場環境の

整備を進めてまいります。

株主様をはじめ、ステークホルダーの皆様におかれましては、今後とも一層の

ご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。
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(5) 財産および損益の状況の推移

(単位：百万円）

期 別

項 目

2022年度
第76期

2023年度
第77期

2024年度
第78期

2025年度
第79期
(当 期)

受 注 高 12,376 14,358 16,550 17,456

売 上 高 10,788 12,371 15,737 14,762

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

293 1,535 1,435 1,509

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

95円82銭 501円25銭 468円60銭 492円85銭

総 資 産 30,848 34,393 34,390 40,251

純 資 産 22,969 24,943 26,293 29,552

(6) 重要な親会社および子会社の状況（2026年３月31日現在)

① 親会社の状況

当社の親会社は株式会社笹興で、親会社は当社の株式を3,062千株（出資比率

100.00％）保有しています。また、当社の代表取締役会長の笹倉敏彦が親会社

の代表取締役社長を、当社の代表取締役社長の笹倉慎太郎が親会社の代表取締

役を兼務しており、当社の一部の損害保険契約等の代理店業務を親会社が行っ

ています。なお、当社は親会社に対し、2023年６月に取引金額5,461百万円の長

期貸付を行っています。同貸付と損害保険契約等の代理店業務に係る取引は、

完全親会社との間のものであり、当社の財務状態にも問題がないことから、利

益相反の関係は生じず、それらにおいて当社の利益を害さないよう留意した事

項はありません。
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② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

株式会社 笹倉サービスセンター 10百万円 100.0％
船舶用海水淡水化装置などの
製造販売

株式会社 ササクラ・エーイー 20百万円 100.0％
騒音防止機器および空調機器の
設計、製造、販売および施工

P . T . S A S A K U R A I N D O N E S I A
62,937百万

93.3％
海水淡水化装置、熱交換器、
タンクなどの製造販売インドネシアルピア

S A S A K U R A M I D D L E E A S T C O M P A N Y
２百万

100.0％
海水淡水化装置の販売、機能
回復・延命工事の施工サウジアラビアリアル

台灣篠倉貿易股份有限公司 40百万台湾ドル 90.0％
蒸発濃縮装置および関連機器
の販売

上海ササクラ環保科技有限公司 ８百万人民元 100.0％
蒸発濃縮装置および関連機器
の販売

(注)1. 上海ササクラ環保科技有限公司の株式は、台灣篠倉貿易股份有限公司を通じての間接所有と
なっています。

2. 当事業年度末日における特定完全子会社はありません。

(7) 主要な事業内容（2026年３月31日現在）

下記製品の製造および販売等を主要な事業内容としています。

区 分

部 門
主要な製品および事業

船 舶 用 機 器
船舶用海水淡水化装置、熱交換器、汚水処理装置、油水分離器、
LNG船用超低温バタフライ弁等

陸 上 用 機 器
空冷式熱交換器、超低温バタフライ弁、
ヒートパイプ式冷却ロール等

水 処 理 装 置 蒸発濃縮装置、陸上用海水淡水化装置、逆浸透水処理装置等

消 音 冷 熱 装 置 騒音防止装置、放射空調システム等

そ の 他 駐車場経営等

(8) 主要な営業所および工場（2026年３月31日現在）

① 当 社

名 称 所 在 地

本 社
大阪市西淀川区竹島四丁目７番32号
(登記上の本店所在地 大阪市西淀川区御幣島六丁目７番５号)

東 京 支 社 東京都中央区

竹 島 工 場 大阪市西淀川区

歌 島 工 場 大阪市西淀川区

小 野 田 工 場 山口県山陽小野田市
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② 子 会 社

名 称 所 在 地

株式会社 笹倉サービスセンター 大阪市西淀川区

株式会社 サ サ ク ラ ・ エ ー イ ー 大阪市西淀川区

P . T . S A S A K U R A I N D O N E S I A インドネシア共和国

S A S A K U R A M I D D L E E A S T C O M P A N Y サウジアラビア王国

台 灣 篠 倉 貿 易 股 份 有 限 公 司 台湾

上海ササクラ環保科技有限公司 中華人民共和国

(9) 従業員の状況（2026年３月31日現在）

従 業 員 数 前期末比増減

494名 ５名増

(注) 従業員数には、取締役、監査役、執行役員、顧問、臨時従業員（期間契約社員）は
含まれていません。

(10) 主要な借入先

該当事項はありません。

(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

(12) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

該当事項はありません。

(13) 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

(14) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の

状況

該当事項はありません。

(15) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

該当事項はありません。
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2. 会社の株式に関する事項（2026年３月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 13,531,400株
(2) 発行済株式の総数 3,113,800株

(うち、自己株式の数 51,079株)
(3) 株主数 ２名
(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

株 式 会 社 笹 興 3,062 100.00

(注)1. 当社は、自己株式を保有していますが、上記大株主からは除外しています。
2. 上記表中の持株比率は、発行済株式の総数から自己株式数を除いた数に基づき、算出してい

ます。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況

該当事項はありません。

3. 会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項
(1) 取締役および監査役の氏名等（2026年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 笹 倉 敏 彦 株式会社笹興 代表取締役社長

台灣篠倉貿易股份有限公司 董事長

上海ササクラ環保科技有限公司 董事

SASAKURA MIDDLE EAST COMPANY 取締役会長

株式会社エスケイホールディングス 代表取締役社長

代 表 取 締 役 社 長 笹 倉 慎太郎 株式会社笹興 代表取締役
株式会社笹倉サービスセンター 取締役
株式会社ササクラ・エーイー 取締役
P.T. SASAKURA INDONESIA 監査役
台灣篠倉貿易股份有限公司 監事
上海ササクラ環保科技有限公司 監事
株式会社エスケイホールディングス 代表取締役

取 締 役 河 本 真 作 品質保証部長

取 締 役 徳 田 賀 昭 機器事業部長 株式会社笹倉サービスセンター取締役
P.T. SASAKURA INDONESIA 取締役

取 締 役 中 野 朋 宏 総務部長 株式会社ササクラ・エーイー監査役

取 締 役 藤 澤 武 史 関西学院大学商学部 教授

取 締 役 三 宅 孝 典 関西大学 名誉教授

常 勤 監 査 役 西 村 範 子

監 査 役 川 村 真 文 弁護士
シンプラル法律事務所 代表

監 査 役 山 田 和 民 公認会計士、税理士
山田和民公認会計士税理士事務所 代表
和健工業株式会社 代表取締役社長

(注)1. 取締役藤澤武史氏および三宅孝典氏は社外取締役であり、東京証券取引所の定めに準じた
独立役員です。

2. 監査役川村真文氏および山田和民氏は社外監査役であり、東京証券取引所の定めに準じた
独立役員です。

3. 監査役山田和民氏は、公認会計士ならびに税理士であり、財務および会計に関する相当程度
の知見を有するものです。

4. 2025年６月19日開催の第78期定時株主総会終結の時をもって、徳田賀昭氏、中野朋宏氏が新
たに取締役に就任いたしました。

5. 2025年６月19日開催の第78期定時株主総会終結の時をもって、西村範子氏が新たに常勤監査
役に就任いたしました。

6. 2025年６月19日開催の第78期定時株主総会終結の時をもって、塩見裕氏は任期満了により常
務取締役を退任いたしました。

7. 2025年６月19日開催の第78期定時株主総会終結の時をもって、宮下博之氏は辞任により常勤
監査役を退任いたしました。
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(2) 責任限定契約の内容の概要

当社は、定款に基づき、非業務執行取締役および監査役との間で、会社法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害

賠償責任の限度額は、金１百万円または法令が定める最低責任限度額のいずれか

高い額となります。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、保険会社との間で2023年６月以降の取締役、監査役および執行役員を

被保険者として、役員等賠償責任保険契約を締結しています。被保険者がその職

務の執行に関し責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求を受けること

によって生じることのある損害を当該保険契約により填補することとしています。

ただし、故意または重過失に起因して生じた当該損害は填補されないなどの免責

事由があります。なお、当該保険契約の保険料は全額会社負担としています。

(4) 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等

① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下、「決定方針」と

いう）を定めており、その概要は次のとおりです。

取締役の報酬等は、基本報酬、非金銭報酬等(株式報酬)、業績連動報酬等(賞

与)で構成されています。

基本報酬は、業績連動報酬を採用しない月例固定報酬とします。その算出は、

常勤・非常勤別、経験、会社への貢献度合をもとに、また業界の標準報酬額等を

参考に役位別基本報酬額を設定し、加えて過年度ならびに現在進行期の会社業績

や経営内容、経済情勢等を総合的に勘案して行います。業績低迷の場合は、取締

役会の承認決議を得て、期初もしくは期中において一時的に各取締役の基本報酬

の一部カットを実施する場合があります。

非金銭報酬等(株式報酬)は、これまで譲渡制限付株式報酬として対象者を社外

取締役を除く取締役と定め、対象取締役の年間基本報酬額に対し５％を基準に０

％から５％相当の範囲内で株式付与（以下、非金銭報酬という）を行ってきまし

た。この非金銭報酬には賛同するところであるが、今後大型の設備投資や資本政

策（以下、計画という）の実行が予定されていることから、株式として支給して

いることで計画実行の判断に影響を及ぼすことが無いよう、当面の期間は、当該

非金銭報酬分は金銭として支給することを、2023年６月の取締役会で決議いたし

ました。当該金銭の額は、「④ 取締役および監査役の報酬等」の「基本報酬(固

定報酬)」に含まれております。
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業績連動報酬等の賞与は、株主総会での承認決議を必要としますが、賞与の支

給を行う場合は原則７月としています。業績連動報酬に係る業績指標は、企業の

収益力や企業価値を評価する基準として、当事業年度の営業利益、経常利益、当

期純利益を採用し、株主配当、従業員賞与基準、役員賞与支給実績などを総合的

に勘案して立案いたします。立案した賞与支給総額および役員個々の評価配分額

の決定は、取締役会の承認決議をもって行います。

決定方針の決定方法は、これまでに採用してきた方針に基づいて、第三者意見

を参考に総務部が立案し、2021年２月10日開催の取締役会で決定しました。決定

方針の変更等は取締役会の決議でもって決定します。

取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容について、取締

役会より委任を受けた代表取締役社長より説明を受け、その内容が当該決定方針

に沿うものであると判断しています。

② 取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

取締役の金銭報酬の額は、2011年６月29日開催の第64期定時株主総会にて、年

額400百万円以内（使用人兼務取締役の使用人分の給与は含まない）と決議してい

ます。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は８名です。また、当該金銭報

酬とは別枠で、2019年６月27日開催の第72期定時株主総会にて、株式報酬の額は

年額50百万円以内、株式総数は当社普通株式年20,000株以内（社外取締役を除く）

と決議しています。当該定時株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く）の

員数は４名です。

監査役の金銭報酬の額は、2011年６月29日開催の第64期定時株主総会にて、年

額80百万円以内と決議しています。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は

４名です。

③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

2021年２月10日開催の取締役会にて代表取締役社長に、取締役の個人別の報酬

等の具体的内容の決定を委任する旨の決議をしています。その権限の内容は、各

取締役の基本報酬の決定と賞与支給時における賞与支給総額および役員個々の評

価配分額の原案決定であり、これらの権限を委任した理由は、当社全体の業績を

俯瞰しつつ、各取締役の職務執行評価を行うには代表取締役社長が最も適任であ

ると判断したためです。
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④ 取締役および監査役の報酬等の額

役員区分
報酬等の総額

(百万円)

報酬等の種類別総額（百万円） 対象となる

役員の員数

(人)
基本報酬

(固定報酬)

非金銭報酬等

(株式報酬）

業績連動報酬等

（賞与）

取締役 117 107 － 9 8

(うち社外取締役) (8) (6) (－) (1) (2)

監査役 21 18 － 2 4

(うち社外監査役) (8) (7) (－) (1) (2)

合計 138 126 － 12 12

(注)1. 上記の員数には2025年６月19日開催の第78期定時株主総会の終結の時をもって退任した取締
役１名および監査役１名を含んでいます。

2. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人給与分は含まれていません。
3. 2023年６月の取締役会の決議のとおり、非金銭報酬等の支給は現在行っていません。
4. 業績連動報酬等(賞与)の額は、本総会にて決議予定の役員賞与12百万円を記載しています。

⑤ 業績連動報酬等に関する事項

当社の企業価値の持続的向上を図るため、取締役の業績向上に対する意欲と成

果に報いるために、株主総会の承認決議を得て、業績連動報酬等の賞与を原則７

月に支給することがあります。また、業績連動報酬に係る業績指数は、企業の収

益力や企業価値を評価する基準として、当該事業年度における当社の営業利益、

経常利益、当期純利益を採用しています。

⑥ 非金銭報酬等の内容

社外取締役を除く取締役に対し、当社の企業価値の持続的向上を図るインセン

ティブを与えるとともに、株主との価値共有を進めることを目的として株式報酬

をこれまで交付してきましたが、2023年６月の取締役会の決議のとおり、非金銭

報酬等の株式の支給は現在行っていません。
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(5) 社外役員に関する事項

① 取締役 藤澤武史

1) 重要な兼職先と当社との関係

関西学院大学商学部教授であり、同大学と当社との間には、取引その他特

別な関係はありません。

2) 社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要と当

事業年度における主な活動状況

社外取締役である藤澤武史氏には、関西学院大学商学部教授ならびに商学

博士として、マーケティング分野における専門的な知識と豊富な経験を活

かし、学術的見地と独立した客観的な立場から、当社の取締役会をはじめ

とする重要会議において提言を行い、議論の質の向上に努め、適正な意思

決定や監督機能等の役割を期待しています。

藤澤武史氏は、当事業年度に開催した取締役会（８回）の全てに出席し、

主に当社製品の受注活動に伴う市場環境や市場動向等について適時質問や

提言を行いました。また、当社研究開発報告会に出席し、研究開発製品に

対して積極的に質問を行うなど、議論の質の向上や監督機能等の役割に貢

献しました。

② 取締役 三宅孝典

1) 重要な兼職先と当社との関係

関西大学名誉教授であり、同大学と当社との間には、取引その他特別な関

係はありません。

2) 社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要と当

事業年度における主な活動状況

社外取締役である三宅孝典氏には、関西大学名誉教授ならびに工学博士と

して、また、一般企業の研究員として勤務した経験から、技術的分野にお

ける専門的知識と豊富な経験を活かし、学術的見地と独立した客観的な立

場から、当社の取締役会をはじめとする重要会議において提言を行い、議

論の質の向上に努め、適正な意思決定や監督機能等の役割を期待していま

す。

三宅孝典氏は、当事業年度に開催した取締役会（８回）の全てに出席し、

主に当社製品の技術的課題に対して、適宜質問や提言を行いました。また、

当社研究開発報告会に出席し、研究開発製品に対して積極的に質問を行う

など、議論の質の向上や監督機能等の役割に貢献しました。
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③ 監査役 川村真文

1) 重要な兼職先と当社との関係

シンプラル法律事務所代表であり、同事務所と当社との間には、取引その

他特別な関係はありません。

2) 当事業年度における主な活動状況

(ア) 取締役会への出席状況および発言状況

当事業年度に開催した取締役会（８回）の全てに出席し、主に法務的な

見地から決議事項や報告事項について適宜質問するとともに、社外の独

立した立場から必要に応じて意見を述べています。

(イ) 監査役会への出席状況および発言状況

当事業年度に開催した監査役会（８回）の全てに出席し、社外監査役と

して行った監査の報告をし、他の監査役が行った監査について適宜質問

するとともに、社外の独立した立場から必要に応じて意見を述べていま

す。

④ 監査役 山田和民

1) 重要な兼職先と当社との関係

山田和民公認会計士税理士事務所代表であり、同事務所と当社との間には、

取引その他特別な関係はありません。また、和健工業株式会社代表取締役

社長であり、同社と当社との間には、取引その他特別な関係はありません。

2) 当事業年度における主な活動状況

(ア) 取締役会への出席状況および発言状況

当事業年度に開催した取締役会（８回）の全てに出席し、主に税務また

は財務的な見地から決議事項や報告事項について適宜質問するととも

に、社外の独立した立場から必要に応じて意見を述べています。

(イ) 監査役会への出席状況および発言状況

当事業年度に開催した監査役会（８回）の全てに出席し、社外監査役と

して行った監査の報告をし、他の監査役が行った監査について適宜質問

するとともに、社外の独立した立場から必要に応じて意見を述べていま

す。
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5. 会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

仰星監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 18百万円

公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額 －百万円

合 計 18百万円

② 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

18百万円
(注) 当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏

まえ、当該事業年度の監査計画における監査時間・配員計画および報酬額の見積りの相当性
などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行
っています。

(3) 子会社の監査の状況

当社の海外子会社につきましては、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を

受けています。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、公認会計士法および監査基準に照らして会計監査人に適格性また

は信頼性等において問題があると判断したときは、監査役の過半数をもって会

計監査人を再任せず、他の適切な会計監査人候補者を選定し、その選任および

不再任に関する議案の内容を決定し、株主総会に付議するよう取締役会に請求

します。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任しま

す。この場合、解任後最初に招集される株主総会において、監査役会が選定し

た監査役が解任の旨およびその理由を報告します。

(5) 責任限定契約の内容の概要

当社は、定款に基づき、会計監査人との間で会社法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、

金30百万円または法令が定める最低責任限度額のいずれか高い額となります。
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6. 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため
の体制その他当社の業務ならびに当社およびその子会社からなる企業
集団の業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

(1) 当社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確

保するための体制

代表取締役社長を委員長とする内部統制委員会が、繰り返しその精神を役員

（執行役員を含む。以下同様）および使用人に伝えることにより、法令および定

款遵守が、あらゆる企業活動の基本であることを徹底するとともに、内部統制

委員会が中心となり、対象となる法令、関係する部署、監視方法等について整

備し、継続して改善に努めています。

(2) 当社の取締役の職務執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役の職務執行に係る主たる情報は文書または電磁的媒体（以下、「文書等」

という）に記録し、所管部署が文書管理規程に定める保存期間、管理の要領に

従って保管・管理しています。当該文書等の機密保持に留意するとともに、取

締役および監査役はこれらの文書等を常時閲覧できる体制になっています。

(3) 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社ならびに当社の企業集団を取り巻く主要なリスクについては、職務決裁権

限規程、内部情報管理規程、経理規程、品質管理規程、PL管理規程、売上債権

管理規程、発注先与信管理規程、情報システム管理規程等により定められた手

続きに基づき、所管部署がリスク管理を行っています。監査部門は内部監査規

程等に基づいて、リスク管理の実施状況をモニタリングし、リスク管理の徹底

を図っています。また、災害等の危機発生時においては、危機管理マニュアル

に基づいて適切に対応することになっています。

(4) 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

執行役員制度、業務分掌規程、職務決裁権限規程、予算管理規程等により、取

締役および執行役員の職務権限を明確に定め、中期経営計画および年度総合予

算を実現するために、事業年度ごとに取締役会において各部門の数値目標を定

め、執行役員はその目標に向かって効率的な達成の方法を定めて実行していま

す。また定例取締役会において、必要に応じて執行役員に進捗状況を報告させ、

取締役会はそれをレビューし、必要に応じて改善を行っています。さらに内部

統制委員会により業務の有効性と効率性に関する内部監査システムを構築する

等、会社の組織機構、委員会の設置等についても常に情勢を勘案し、必要に応

じて改廃を行っています。これらにより目標達成の確度を高め、全社的な業務

の効率化を実現する体制を構築しています。
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(5) 当社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社は、子会社の自主性を尊重しつつ、関係会社管理規程等に基づいて、当社

の取締役、執行役員および使用人を子会社に取締役、監査役として派遣して企

業集団としての業務の適正を確保しています。さらに子会社との適正な関係を

維持することに努めるとともに、子会社においてもその特性に応じた内部統制

システムを構築しています。

① 子会社の取締役、執行役、業務を執行する役員の職務の執行に係る事項の当社

への報告に関する体制

当社は、子会社の役員の職務の執行に関して必要と認める事項について、関係

会社管理規程に基づいて、子会社の経営責任者から申告を受け、当社の取締役

会の審査・承認を得る体制を構築しています。

② 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社の子会社の業務執行ならびにリスク管理については、それぞれの子会社の

関連する社内規程ならびに当社の関係会社管理規程、内部通報規程に基づき報

告され、必要に応じて当社の取締役会の審査・承認を得る体制を構築していま

す。また、子会社に対する会計監査または業務監査は、子会社および当社の監

査役、ならびに当社の会計監査人が行っています。

③ 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

子会社が安定した企業経営を目指し、効率的に会社の経営目標を達成できるよ

う、当社は関係会社管理規程に基づいて、管理、指導を行う体制を構築してい

ます。

④ 子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合するため

の体制

子会社が当社の経営理念に基づく経営方針を尊重し、法令および定款を遵守す

ることで、安定した企業経営を目指すよう、当社は関係会社管理規程に基づい

て管理、指導しています。また、子会社は、その特性に応じた内部統制システ

ムを通じて、職務の執行が法令および定款に適合する体制を構築しています。

(6) 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する体制、ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する

事項、およびその使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査役の職務を補助する組織を監査室とし、監査室員は監査役より監査業務に

必要な命令を受けた場合は、その命令に関しては取締役の指揮命令は受けない

ものとしています。監査室に関する人事・組織の変更については、事前に監査

役と意見交換し、監査役の意見を尊重することになっています。さらに、監査

室員の監査の実効性を高め、監査職務を円滑に執行できる体制を整備するよう、

監査役は当社の取締役または取締役会に要請できる体制となっています。
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(7) 当社の監査役への報告に関する体制

① 当社の取締役および使用人が当社の監査役に報告をするための体制

取締役、執行役員または使用人は、監査役に対して法定の事項に加え、当社お

よび当社の企業集団に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況およびそ

の内容等をすみやかに報告するものとしています。報告の主要項目および方法

（報告者、報告時期等）については、取締役と監査役との協議により決定して

います。

② 子会社の取締役および使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監

査役に報告するための体制

内部通報規程に基づき、当社およびその子会社からなる企業集団において、役

員および使用人が、他の役員または使用人のコンプライアンスに反する行為を

知ったときは、すみやかに当社の取締役会が当社の取締役、監査役および内部

統制委員会委員の中から指定した通報従事者（社外取締役、社外監査役は通報

従事者に指定）に通報することができる体制となっています。

③ 前号で報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けな

いことを確保するための体制

当社の内部通報規程に基づき、前号に記載した当社およびその子会社からなる

企業集団の役員および使用人、さらには取引先等の社外関係者から通報を受け

た場合でも、外部通報者が所属する会社または団体およびその通報者に対して

も不利な取扱いをしてはならないものと定めています。

(8) 当社の監査役の職務の執行について生じる費用または債務の処理に係る方針

監査役監査規程に基づき、監査役会は職務の執行に必要と認める費用について、

あらかじめ予算を当社に提示し、監査役は緊急または臨時に支出した費用につ

いて、当社から前払いまたは償還を受けることができる方針となっています。

(9) その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役監査規程に基づき、監査役会と当社の代表取締役社長および各取締役と

の間において定期的な意見交換会を開催し、監査役の実効性向上に資する体制

となっています。

(10) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

① 取締役の職務の執行について

当事業年度において取締役会を８回開催し、法令規則の改正や社会情勢などを

勘案し、必要に応じて職務決裁権限規程ほか関連規程の制定または改定を行っ

ています。また、取締役が法令の遵守、定款ならびに経営理念に添って行動す

るよう徹底しています。
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② 監査役の職務の執行について

社外監査役を含む監査役は、監査役会に定めた監査計画に基づき、監査を実施

しており、各監査役と取締役との面談を原則年２回実施しています。また、取

締役会への出席、代表取締役、会計監査人ならびに監査室との間で適宜情報交

換を行うことで、取締役の職務執行の監査、内部統制の整備ならびに運用状況

を確認しています。なお、当事業年度において監査役会を８回開催しており、

監査役が職務執行上において必要な費用は、当社が負担しています。

③ 内部監査の実施について

監査室は、監査計画に基づき、内部監査を実施し、取締役会に報告書を提出し

ています。

④ 財務報告に係る内部統制について

監査室は、監査計画に基づき、内部統制評価を実施し、評価結果を取締役会お

よび監査役会に報告しています。

7. 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況につい
て

市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力や団体に対しては、コンプ

ライアンスの観点から、毅然とした態度で組織的に対応することで、取引関係

を含めた一切の関係を遮断し、あらゆる要求を排除します。

対応統括部署を総務部とし、不当要求への対応、不当要求情報の収集・管理等

の業務を行うほか、各事業部からの相談に応じるとともに、警察当局や顧問弁

護士と連絡を密にし、従業員への徹底を図ることで、社会正義の確保に努めて

います。

(注) 本事業報告中の記載金額、株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しています。
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連 結 貸 借 対 照 表
(2026年３月31日現在)

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産 28,976 流 動 負 債 7,571

現 金 及 び 預 金 10,915 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 2,842
受取手形、売掛金及び契約資産 4,396 リ ー ス 債 務 10
製 品 1,292 未 払 費 用 189
仕 掛 品 4,443 未 払 法 人 税 等 362
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 964 前 受 金 2,605
前 渡 金 937 賞 与 引 当 金 393
前 払 費 用 81 役 員 賞 与 引 当 金 29
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 5,461 工 事 補 償 等 引 当 金 452
そ の 他 483 受 注 損 失 引 当 金 186
貸 倒 引 当 金 △1 そ の 他 499

固 定 資 産 11,274 固 定 負 債 3,127
有 形 固 定 資 産 3,640 リ ー ス 債 務 20

建 物 及 び 構 築 物 1,483 繰 延 税 金 負 債 1,694
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 213 退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,183
工 具、 器 具 及 び 備 品 48 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 114
土 地 1,750 長 期 未 払 金 102
リ ー ス 資 産 31 資 産 除 去 債 務 12
建 設 仮 勘 定 112

負 債 合 計 10,698

無 形 固 定 資 産 350 純 資 産 の 部
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 119 株 主 資 本 25,450
そ の 他 230 資 本 金 100

資 本 剰 余 金 3,528
利 益 剰 余 金 21,976

投資その他の資産 7,284 自 己 株 式 △154
投 資 有 価 証 券 6,947
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 120 その他の包括利益累計額 3,981
長 期 前 払 費 用 4 その他有価証券評価差額金 3,892
繰 延 税 金 資 産 164 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △72
そ の 他 65 為 替 換 算 調 整 勘 定 182
貸 倒 引 当 金 △18 退職給付に係る調整累計額 △20

非支配株主持分 120

純 資 産 合 計 29,552

資 産 合 計 40,251 負 債 純 資 産 合 計 40,251

(金額は百万円未満の端数を切り捨てております。）

― 20 ―

2026年05月22日 10時06分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



連 結 損 益 計 算 書

(
2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 14,762

売 上 原 価 10,380

売 上 総 利 益 4,381

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,696

営 業 利 益 1,685

営 業 外 収 益

受 取 利 息 57

受 取 配 当 金 115

為 替 差 益 128

そ の 他 60 362

営 業 外 費 用

支 払 利 息 0

そ の 他 0 0

経 常 利 益 2,046

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 197 197

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 15 15

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,228

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 633

法 人 税 等 調 整 額 58

当 期 純 利 益 1,535

非支配株主に帰属する当期純利益 26

親会社株主に帰属する当期純利益 1,509

(金額は百万円未満の端数を切り捨てております。）
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連結株主資本等変動計算書

(
2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 100 3,528 20,589 △154 24,063

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △122 △122

親会社株主に帰属する当期純利益 1,509 1,509

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 1,386 － 1,386

当 期 末 残 高 100 3,528 21,976 △154 25,450

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 1,891 △14 257 4 2,139 89 26,293

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △122

親会社株主に帰属する当期純利益 1,509

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額 ) 2,000 △58 △75 △25 1,841 30 1,872

当 期 変 動 額 合 計 2,000 △58 △75 △25 1,841 30 3,259

当 期 末 残 高 3,892 △72 182 △20 3,981 120 29,552

(金額は百万円未満の端数を切り捨てております。）
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連 結 注 記 表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社の数 ６社

・株式会社笹倉サービスセンター

・株式会社ササクラ・エーイー

・P.T. SASAKURA INDONESIA

・SASAKURA MIDDLE EAST COMPANY

・台灣篠倉貿易股份有限公司

・上海ササクラ環保科技有限公司

(2) 非連結子会社の名称

・株式会社ササクラ・メタリックス

（3）非連結子会社について連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および

利益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないた

め、連結の範囲から除いております。

（4）従来、非連結子会社であったSASAKURA INTERNATIONAL (H.K.) CO., LTD.は、当連結会計年度

において清算結了により、除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

（1）持分法を適用しない非連結子会社の名称

・株式会社ササクラ・メタリックス

（2）持分法を適用しない理由

持分法を適用しない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持

分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法

を適用せず原価法により評価しております。

(3) 従来、持分法を適用しない非連結子会社であったSASAKURA INTERNATIONAL (H.K.) CO., LTD.

は、当連結会計年度において清算結了により、除外しております。

３．会計方針に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

1．満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

2．その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの

時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

なお、組込デリバティブを区分して測定することができない複合金融商品は、全体を時価

評価し、評価差額を当連結会計年度の損益に計上しております。

・市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

② デリバティブ取引により生じる債権及び債務

時価法
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③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に

よっております。

1．製品・仕掛品 個別法

2．原材料 総平均法

3．貯蔵品 最終仕入原価法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

主として、定率法によっております。

ただし、当社および国内連結子会社は、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）ならびに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物については、

定額法によっております。また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産につ

いては、３年間で均等償却をしております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

④ 長期前払費用

均等償却によっております。

（3）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。

1．一般債権

貸倒実績率法によっております。

2．貸倒懸念債権及び破産更生債権等

財務内容評価法によっております。

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③ 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。

④ 工事補償等引当金

販売済製品に対する無償修理費用と追加工事費用等の支出に備えるため、それぞれ過去の実

績に基づき売上高に一定割合を乗じて計算した額のほか、個別見積りにより計上しておりま

す。

⑤ 受注損失引当金

受注製品の売上計上時の損失に備えるため、当連結会計年度末における受注製品のうち、損

失発生の可能性が高く、かつ、連結会計年度末時点で当該損失額を合理的に見積ることがで

きる受注製品について、翌連結会計年度以降の損失見込額を計上しております。

⑥ 役員退職慰労引当金

子会社の役員（執行役員含む）の退職慰労金の支出に充てるため、内規に基づく連結会計年

度末要支給額を計上しております。
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（4）退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる

方法については、期間定額基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法については、主に発生連結会計年度で一

括償却しております。

（5）収益及び費用の計上基準

当社グループは、主に、船舶用機器、陸上用機器、水処理装置、消音冷熱装置等の製造およ

び販売を行っております。

① 製品の販売

製品の販売については、原則として顧客に製品を引き渡した時点で顧客が支配を獲得し履行

義務が充足されると判断しております。具体的には、国内取引においては出荷時から製品の

支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間である場合は、出荷時に収益を認識してお

ります。また、輸出取引においては輸出の取引条件によりリスクが顧客に移転する時点で収

益を認識しております。製品の販売に据付および試運転調整を伴う場合は、据付および試運

転調整が完了した時点で収益を認識しております。

② 工事契約

一部の連結子会社における工事契約については、一定の期間にわたり履行義務が充足される

と判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。

（6）重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

なお、在外子会社等の資産および負債、収益および費用は、連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定および非支配株主持分に

含めて計上しております。

（7）重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務については、振当処理を行っており

ます。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

為替予約 外貨建金銭債権債務

③ ヘッジ方針

外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で、為替予約取引を行い通常の外貨建営

業取引の実績を踏まえ、外貨建金銭債権債務および成約高の範囲内で行うこととしておりま

す。

④ ヘッジ有効性評価の方法

為替予約取引については、為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、同一通貨建によ

る同一金額で同一期日の為替予約をそれぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動に

よる相関関係は完全に確保されているので、決算日における有効性の評価を省略しておりま

す。
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会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結

会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

受注損失引当金 186百万円

連結貸借対照表に関する注記

１. 受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額

受取手形 773百万円

売掛金 2,242百万円

契約資産 1,381百万円

２. 担保資産

担保に供している資産（帳簿価額）

（工場財団）

建物及び構築物 329百万円

土地 118百万円

計 447百万円

上記資産には、根抵当権を設定しておりますが、対応する債務はありません。

３．有形固定資産の減価償却累計額 8,704百万円

連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 3,113,800株

２．剰余金の配当に関する事項

(1）配当金支払額等

2025年６月19日開催の第78期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 122百万円

・１株当たり配当額 40円

・基準日 2025年３月31日

・効力発生日 2025年６月20日
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（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2026年６月18日開催予定の第79期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 122百万円

・１株当たり配当額 40円

・基準日 2026年３月31日

・効力発生日 2026年６月19日

金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、必要な資金を主に自己資金で賄っており、余剰資金は安全性の高い金融資産

で運用しております。

営業債権である受取手形および売掛金は、各事業部門が取引先の状況を日常の営業活動のなか

で常に把握分析し、与信管理表により取引先ごとに期日および残高を管理するとともに、注意を

要する取引先については、受注残等も考慮に入れて総債権額が与信限度額を超えないよう管理を

行い、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

有価証券および投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等

を把握して、保有状況を継続的に見直しております。

関係会社長期貸付金は、関係会社に対して実行しており、定期的に財務状況の把握を行ってお

ります。

デリバティブ取引は、営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物

為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘ

ッジの有効性の評価方法等については、前述の連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

に関する注記等「３．会計方針に関する事項 （7）重要なヘッジ会計の方法」をご参照くださ

い。

２．金融商品の時価等に関する事項

2026年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差

額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

有価証券および投資有価証券

（1) 満期保有目的の債券 200 195 △4

（2) その他有価証券 6,724 6,724 －

資産 計 6,924 6,920 △4

デリバティブ取引（※）

ヘッジ会計が適用されているもの △111 △111 －

デリバティブ取引 計 △111 △111 －

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の

債務となる項目については、△で示しております。

（注1）「現金及び預金」「受取手形」「売掛金」「関係会社短期貸付金」「支払手形及び買掛

金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を

省略しております。
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（注2）市場価格のない株式等は、「有価証券および投資有価証券」には含まれておりませ

ん。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 22

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発的な市場における（無調整の）相場価格により算

定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用い

て算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類

しております。

（1）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：百万円）

区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計

有価証券および投資有価証券

その他有価証券

株式 6,724 － － 6,724

資産計 6,724 － － 6,724

デリバティブ取引

通貨関連 － △111 － △111

負債計 － △111 － △111

（2）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：百万円）

区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計

有価証券および投資有価証券

満期保有目的の債券

社債 － 195 － 195

資産計 － 195 － 195
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（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

・有価証券および投資有価証券

上場株式および社債は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引さ

れているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社グループが保有

している社債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないた

め、その時価をレベル２の時価に分類しております。

・関係会社長期貸付金

関係会社長期貸付金の時価は、その将来キャッシュ・フローと当該債権の残存期間及び信用

リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類し

ております。

・デリバティブ取引

為替予約の時価は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しており、レベル

２の時価に分類しております。

収益認識に関する注記

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

報告セグメント
その他

（注）
合計

船舶用

機器事業

陸上用

機器事業

水処理

装置事業

消音冷熱

装置事業
計

船舶用海水淡水化装置他 3,476 － － － 3,476 － 3,476

空冷式熱交換器他 － 2,642 － － 2,642 － 2,642

蒸発濃縮装置他 － － 3,997 － 3,997 － 3,997

陸上用海水淡水化装置他 － － 1,338 － 1,338 － 1,338

騒音防止装置他 － － － 2,990 2,990 － 2,990

水冷媒放射空調システム他 － － － 299 299 － 299

顧客との契約から生じる収益 3,476 2,642 5,336 3,290 14,745 － 14,745

その他の収益 － － － － － 17 17

外部顧客への売上高 3,476 2,642 5,336 3,290 14,745 17 14,762

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸借事業等を

含んでおります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事

項に関する注記等 ３．会計方針に関する事項 (5) 収益及び費用の計上基準」に記載のとお

りです。
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３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに

当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれ

る収益の金額及び時期に関する情報

（1）顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高等

（単位：百万円）

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権 3,015

契約負債 2,605

契約負債は、主に顧客からの前受金に関連するものであり、流動負債の「前受金」に含まれ

ております。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち、期首現在の契約負債残高に含まれていた額は

1,553 百万円です。

（2）残存履行義務に配分した取引価格

残存履行義務に配分した取引価格の総額および収益の認識が見込まれる期間は以下のとおり

です。

（単位：百万円）

当連結会計年度

１年以内 12,520

１年超 7,814

合計 20,334

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 9,609円74銭

２．１株当たり当期純利益 492円85銭
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貸 借 対 照 表
(2026年３月31日現在)

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産 21,415 流 動 負 債 5,548

現 金 及 び 預 金 7,556 支 払 手 形 995
受 取 手 形 490 買 掛 金 816
売 掛 金 1,795 リ ー ス 債 務 10
製 品 1,258 未 払 金 211
仕 掛 品 3,843 未 払 費 用 116
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 554 未 払 法 人 税 等 171
前 払 費 用 46 前 受 金 2,046
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 5,461 預 り 金 62
そ の 他 407 賞 与 引 当 金 293
貸 倒 引 当 金 △0 役 員 賞 与 引 当 金 12

工 事 補 償 等 引 当 金 402
受 注 損 失 引 当 金 186
そ の 他 223

固 定 資 産 13,081 固 定 負 債 2,593
有 形 固 定 資 産 3,033 リ ー ス 債 務 20

建 物 1,146 繰 延 税 金 負 債 1,692
構 築 物 50 退 職 給 付 引 当 金 771
機 械 及 び 装 置 178 長 期 未 払 金 102
車 両 運 搬 具 1 資 産 除 去 債 務 6
工 具、 器 具 及 び 備 品 35
土 地 1,485 負 債 合 計 8,141
リ ー ス 資 産 31
建 設 仮 勘 定 104

純 資 産 の 部
株 主 資 本 22,540

無 形 固 定 資 産 292 資 本 金 100
ソ フ ト ウ エ ア 167 資 本 剰 余 金 3,557
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 119 資 本 準 備 金 200
電 話 加 入 権 4 そ の 他 資 本 剰 余 金 3,357

利 益 剰 余 金 19,037
利 益 準 備 金 555
そ の 他 利 益 剰 余 金 18,482

投資その他の資産 9,755 研 究 開 発 積 立 金 200
投 資 有 価 証 券 6,729 別 途 積 立 金 12,360
関 係 会 社 株 式 1,771 繰 越 利 益 剰 余 金 5,922

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 1,290 自 己 株 式 △154
固 定 化 営 業 債 権 18
長 期 前 払 費 用 4 評価・換算差額等 3,814
そ の 他 19 その他有価証券評価差額金 3,887
貸 倒 引 当 金 △77 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △72

純 資 産 合 計 26,355

資 産 合 計 34,496 負 債 純 資 産 合 計 34,496

(金額は百万円未満の端数を切り捨てております。）
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損 益 計 算 書

(
2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 9,749

売 上 原 価 7,333

売 上 総 利 益 2,416

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,565

営 業 利 益 850

営 業 外 収 益

受 取 利 息 72

受 取 配 当 金 348

為 替 差 益 104

そ の 他 60 585

営 業 外 費 用

支 払 利 息 0

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 59

そ の 他 0 59

経 常 利 益 1,376

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 15

関 係 会 社 株 式 評 価 損 73 89

税 引 前 当 期 純 利 益 1,287

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 304

法 人 税 等 調 整 額 65 370

当 期 純 利 益 916

(金額は百万円未満の端数を切り捨てております。）
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株主資本等変動計算書

(
2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 100 200 3,357 3,557

当 期 変 動 額

剰余金の配当

当 期 純 利 益

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － － －

当 期 末 残 高 100 200 3,357 3,557

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計利 益

準 備 金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計研究開発

積 立 金
別途積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 555 200 12,360 5,128 18,243 △154 21,746

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △122 △122 △122

当 期 純 利 益 916 916 916

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － － 794 794 － 794

当 期 末 残 高 555 200 12,360 5,922 19,037 △154 22,540

― 33 ―

2026年05月22日 10時06分 $FOLDER; 33ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 1,888 △14 1,874 23,621

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △122

当 期 純 利 益 916

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

1,998 △58 1,939 1,939

当期変動額合計 1,998 △58 1,939 2,734

当 期 末 残 高 3,887 △72 3,814 26,355

(金額は百万円未満の端数を切り捨てております。）
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

② その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの

時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

なお、組込デリバティブを区分して測定することができない複合金融商品は、全体を時価

評価し、評価差額を当事業年度の損益に計上しております。

・市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

（2）デリバティブ取引により生じる債権及び債務の評価基準及び評価方法

時価法

（3）棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に

よっております。

① 製品・仕掛品 個別法

② 原材料 総平均法

③ 貯蔵品 最終仕入原価法

２．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに2016年４月１

日以降に取得した建物附属設備および構築物については、定額法によっております。また、

取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間で均等償却をしてお

ります。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。

（3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（4）長期前払費用

均等償却によっております。
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３．引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。

① 一般債権

貸倒実績率法によっております。

② 貸倒懸念債権及び破産更生債権等

財務内容評価法によっております。

（2）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

（3）役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。

(4）工事補償等引当金

販売済製品に対する無償修理費用と追加工事費用等の支出に備えるため、それぞれ過去の実

績に基づき売上高に一定割合を乗じて計算した額のほか、個別見積りにより計上しておりま

す。

（5）受注損失引当金

受注製品の売上計上時の損失に備えるため、当事業年度末における受注製品のうち、損失発

生の可能性が高く、かつ、事業年度末時点で当該損失額を合理的に見積ることができる受注

製品について、翌事業年度以降の損失見込額を計上しております。

（6）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込

額に基づき計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法

については、期間定額基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法については、発生事業年度で一括償却し

ております。

４．収益及び費用の計上基準

当社は、主に、船舶用機器、陸上用機器、水処理装置、消音冷熱装置等の製造および販売を行

っております。製品の販売については、原則として顧客に製品を引き渡した時点で顧客が支配

を獲得し履行義務が充足されると判断しております。具体的には、国内取引においては出荷時

から製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間である場合は、出荷時に収益を認

識しております。また、輸出取引においては輸出の取引条件によりリスクが顧客に移転する時

点で収益を認識しております。製品の販売に据付および試運転調整を伴う場合は、据付および

試運転調整が完了した時点で収益を認識しております。
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５．ヘッジ会計の方法

（1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務については、振当処理を行っており

ます。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

為替予約 外貨建金銭債権債務

（3）ヘッジ方針

外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で、為替予約取引を行い通常の外貨建営

業取引の実績を踏まえ、外貨建金銭債権債務および成約高の範囲内で行うこととしておりま

す。

（4）ヘッジ有効性評価の方法

為替予約取引については、為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、同一通貨建によ

る同一金額で同一期日の為替予約をそれぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動に

よる相関関係は完全に確保されているので、決算日における有効性の評価を省略しておりま

す。

会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係

る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

受注損失引当金 186百万円

貸借対照表に関する注記

１. 担保資産

担保に供している資産（帳簿価額）

（工場財団）

建物及び構築物 329百万円

土地 118百万円

計 447百万円

上記資産には、根抵当権を設定しておりますが、対応する債務はありません。

２．有形固定資産の減価償却累計額 8,054百万円

３. 保証債務

下記の会社に係る金融機関からの与信枠および借入金に対して、次のとおり債務保証を行って

おります。

P.T. SASAKURA INDONESIA 8百万円

SASAKURA MIDDLE EAST COMPANY 437百万円

SASAKURA SHANGHAI CO., LTD. 15百万円

４．関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 5,837百万円

短期金銭債務 185百万円

長期金銭債権 1,290百万円
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損益計算書に関する注記

関係会社との取引

売上高 905百万円

仕入高 1,409百万円

販売費及び一般管理費 45百万円

営業取引以外の取引高 268百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 51,079株

税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（1）繰延税金資産

未払社会保険料 29百万円

未払事業税 22百万円

未払事業所税 1百万円

賞与引当金 102百万円

工事補償等引当金 140百万円

受注損失引当金 65百万円

退職給付引当金 270百万円

長期未払金 35百万円

貸倒引当金 21百万円

関係会社株式評価損 574百万円

その他の有価証券評価損 45百万円

繰延ヘッジ損益 39百万円

その他 10百万円

評価性引当額 △1,028百万円

繰延税金資産の合計 331百万円

（2）繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △2,022百万円

資産除去債務 △1百万円

繰延税金負債の合計 △2,024百万円

繰延税金負債の純額 △1,692百万円
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関連当事者との取引に関する注記

子会社

・種類 子会社

・会社等の名称 P.T. SASAKURA INDONESIA

・資本金または出資金 62,937百万インドネシアルピア

・事業の内容 当社船舶用機器および水処理装置のうち海水淡水化

プラントの一部製品の販売代理ならびに当社船舶用

機器、陸上用機器および水処理装置の一部製品の外

注加工を委託

・議決権等の所有（被所有）割合 所有 直接93.3％

・関連当事者との関係 当社の販売先および外注加工先

役員の兼任

・取引の内容 資金の貸付

・取引金額 －百万円

・長期貸付金 50百万円（期末残高）

・取引の内容 利息の受取

・取引金額 4百万円

・未収利息 －百万円（期末残高）

・取引条件及び取引条件の決定方針等 市場金利を勘案して利率を合理的に決定しておりま

す。

・種類 子会社

・会社等の名称 SASAKURA MIDDLE EAST COMPANY

・資本金または出資金 ２百万サウジアラビアリアル

・事業の内容 陸上用海水淡水化装置の販売とメンテナンスサービ

ス業務および既設陸上用海水淡水化装置のリハビリ

（機能回復・延命）工事

・議決権等の所有（被所有）割合 所有 直接100.0％

・関連当事者との関係 当社の販売先

役員の兼任

・取引の内容 資金の貸付

・取引金額 －百万円

・長期貸付金 1,240百万円（期末残高）

・取引の内容 利息の受取

・取引金額 21百万円

・未収利息 －百万円（期末残高）

・取引条件及び取引条件の決定方針等 市場金利を勘案して利率を合理的に決定しておりま

す。
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・取引の内容 債務保証

・取引金額 437百万円

・取引条件及び取引条件の決定方針等 金融機関からの与信枠に対して保証したものです。な

お、保証料は受領しておりません。

親会社

・種類 親会社

・会社等の名称 株式会社笹興

・資本金または出資金 10百万円

・事業の内容 損害保険代理店業務

・議決権等の所有（被所有）割合 被所有 100.0％

・関連当事者との関係 当社の一部の損害保険契約等の代理店業務

役員の兼任

・取引の内容 損害保険料の支払

・取引金額 21百万円

・長期前払費用 0百万円（期末残高）

・前払費用 2百万円（期末残高）

・取引条件及び取引条件の決定方針等 取引金額等については、保険会社との契約に基づいて

おります。

・取引の内容 資金の貸付

・取引金額 －百万円

・長期貸付金 5,461百万円（期末残高）

・取引の内容 利息の受取

・取引金額 44百万円

・未収利息 123百万円（期末残高）

・取引条件及び取引条件の決定方針等 市場金利を勘案して利率を合理的に決定しておりま

す。

収益認識に関する注記

（収益を理解するための基礎となる情報）

収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記 ４．収益及び

費用の計上基準」に記載のとおりです。

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 8,605円15銭

２．１株当たり当期純利益 299円32銭

― 40 ―

2026年05月22日 10時06分 $FOLDER; 40ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年５月20日

株式会社ササクラ

取締役会 御中

仰星監査法人
大阪事務所

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 池上 由香

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 森 崇

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ササクラの2025年４月１日か

ら2026年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、株式会社ササクラ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び
連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載

内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の
報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内
容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場
合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連

結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成
することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する
責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において
独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬
により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。
さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に
関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確
実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、
又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対
して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに
入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で
きなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、
構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどう
かを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、
連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査
意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施
過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求め
られているその他の事項について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年５月20日

株式会社ササクラ

取締役会 御中

仰星監査法人
大阪事務所

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 池上 由香

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 森 崇

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ササクラの2025年４月

１日から2026年３月31日までの第79期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい
う。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独
立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載

内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の
報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に
重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場
合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び
運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任
がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤

謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独
立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬によ
り発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。
さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に
関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確
実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、
又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して
除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手
した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できな
くなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成
及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評
価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施
過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求め
られているその他の事項について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。
以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第79期事業年度における取締

役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役

全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、監査計画、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規程に準拠し、監査の方針、監査計画、

職務の分担等に従い、取締役、監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収

集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧

し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。ま

た、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換

を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制その他株式会社及びその子会社からなる企業集団の業務の

適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項

に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備され

ている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及

び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表

明しました。

③ 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第５号イの留意した事項及び

同号ロの判断及び理由については、取締役会その他における審議の状況等を踏ま

え、その内容について検討を加えました。

④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視

及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正

に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事

項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備してい

る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び

に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結

注記表）について検討いたしました。
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2. 監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示

しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大

な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、

当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につ

いても、指摘すべき事項は認められません。

④ 事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当た

り当社の利益を害さないように留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さな

いかどうかについての取締役会の判断及びその理由について、指摘すべき事項は

認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月21日

株式会社ササクラ 監査役会

常勤監査役 西 村 範 子㊞

社外監査役 川 村 真 文㊞

社外監査役 山 田 和 民㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

期末配当につきましては、企業体質の強化と今後の事業展開、将来の研究開発

投資、設備投資に備えて内部留保に努めながら、株主各位への配当は、将来に

わたって安定配当を目指す方針であります。

上記方針に基づき当期の期末配当につきましては、以下のとおりといたしたい

と存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金40円 総額 122,508,840円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2026年６月19日
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第２号議案 剰余金の配当（現金配当および現物分配）の件

当社は、ササクラグループ全体の組織再編の一環として財務構造および資本

関係の最適化を図ることを目的として、会社法第454条第1項に基づき、剰余

金の配当（現金配当および現物分配）を実施することにいたしたいと存じま

す。

本配当は、組織再編後のグループ内の資産配置と資本構造の再構築を進める

ために必要な措置であると考えております。

本配当の実施により、当社の資産およびこれに相当する額の利益剰余金が減

少することになりますが、当社の事業継続に必要な運転資金は十分に確保さ

れており、財務の健全性を損なうものではありません。

(1) 配当財産の種類

金銭、関係会社短期貸付金、関係会社長期貸付金、未収利息といたします。

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその財産

当社普通株式１株につき金4,064円

総額 12,447,688,329円

内訳

①金銭：5,556,869,270円

②関係会社短期貸付金：5,461,931,646円

③関係会社長期貸付金：1,290,474,603円

④未収利息：138,412,810円（2026年７月31日現在）

(3) 効力発生日

2026年８月１日
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第３号議案 剰余金の配当（上場株式の現物分配）の件

当社は、当社をはじめとするササクラグループ全体の組織再編を進めるにあ

たり、経営資源の見直しと資本効率の向上を目的として、当社が保有する上

場株式を以下のとおり株主に配当することにいたしたいと存じます。

本議案は、会社法第453条および第454条の規定に基づき、剰余金の配当とし

て金銭ではなく、株式を現物で配当するものであります。本配当の実施によ

り、当社の資産およびこれに相当する額の利益剰余金が減少することになり

ますが、当社の事業継続に必要な運転資金は十分に確保されており、財務の

健全性を損なうものではありません。

なお、本配当の実施に関し必要となる具体的な手続きに関しては、代表取締

役に一任いただきたく存じます。

(1) 配当財産の種類

株式会社神戸製鋼所(東京都品川区北品川5丁目2番2号)の株式

住友重機械工業株式会社(東京都品川区大崎2丁目1番1号)の株式

オルガノ株式会社(東京都江東区新砂1丁目2番8号)の株式

JFEホールディングス株式会社(東京都千代田区内幸町2丁目2番3号)の株式

アルメタックス株式会社(大阪市北区大淀中1丁目1番30号)の株式

株式会社T&Dホールディングス(東京都中央区日本橋2丁目7番1号)の株式

双日株式会社(東京都千代田区内幸町2丁目1番1号)の株式

コスモエネルギーホールディングス株式会社(東京都中央区京橋1丁目

7番1号)の株式

川崎重工業株式会社(東京都港区海岸1丁目14番5号)の株式

内海造船株式会社(広島県尾道市瀬戸田町沢226番6号)の株式

山九株式会社(東京都中央区勝どき6丁目5番23号)の株式

株式会社商船三井(東京都港区虎ノ門2丁目1番1号)の株式

共栄タンカー株式会社(東京都港区三田3丁目2番6号)の株式

サノヤスホールディングス株式会社(大阪市北区中之島3丁目3番23号)の

株式

飯野海運株式会社(東京都千代田区内幸町2丁目1番1号)の株式

第一生命ホールディングス株式会社(東京都千代田区有楽町1丁目13番1号)

の株式

東京地下鉄株式会社(東京都台東区東上野3丁目19番6号)の株式
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(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき株式会社神戸製鋼所株式

3,062,721分の19,400株

当社普通株式１株につき住友重機械工業株式会社株式

3,062,721分の6,200株

当社普通株式１株につきオルガノ株式会社株式

3,062,721分の240,456株

当社普通株式１株につきJFEホールディングス株式会社株式

3,062,721分の4,506株

当社普通株式１株につきアルメタックス株式会社株式

3,062,721分の42,240株

当社普通株式１株につき株式会社T&Dホールディングス株式

3,062,721分の800株

当社普通株式１株につき双日株式会社株式

3,062,721分の1,604株

当社普通株式１株につきコスモエネルギーホールディングス株式会社株式

3,062,721分の2,000株

当社普通株式１株につき川崎重工業株式会社株式

3,062,721分の264,540株
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当社普通株式１株につき内海造船株式会社株式

3,062,721分の100株

当社普通株式１株につき山九株式会社株式

3,062,721分の13,876株

当社普通株式１株につき株式会社商船三井株式会社株式

3,062,721分の9,150株

当社普通株式１株につき共栄タンカー株式会社株式

3,062,721分の200株

当社普通株式１株につきサノヤスホールディングス株式会社株式

3,062,721分の164,960株

当社普通株式１株につき飯野海運株式会社株式

3,062,721分の65,900株

当社普通株式１株につき第一生命ホールディングス株式会社株式

3,062,721分の12,800株

当社普通株式１株につき東京地下鉄株式会社株式

3,062,721分の2,500株

帳簿価額の総額 278,245,319円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2026年８月１日
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第４号議案 役員賞与支給の件

当期の業績および過去の役員賞与支給実績等を総合的に勘案して、当期末時

点の取締役７名（うち、社外取締役２名）および監査役３名に対し、役員賞

与総額12,400千円【取締役分10,000千円（うち、社外取締役1,200千円）、監

査役分2,400千円】を支給することといたしたいと存じます。取締役に対する

賞与支給は、当社が定める取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の

とおり、当事業年度の営業利益、経常利益、当期純利益を業績指標とし、株

主配当、従業員賞与基準、役員賞与支給実績などを総合的に勘案し、適正な

範囲内で算出されており、相当であります。なお、各取締役および各監査役

に対する金額は、取締役については取締役会に、監査役については監査役の

協議によることにいたしたいと存じます。

以 上
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株主総会会場ご案内図

会場：大阪市西淀川区竹島四丁目７番32号

株式会社ササクラ 本社７階 役員会議室
代表電話（０６）６４７３-２１３１

交通：JR東西線「加島駅」下車、竹島東口３イ出入口から徒歩約５分。

(株)ササクラ本社入口
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